
旅館業、製造業、農林水産物等販売業、情報サービス業等の皆様へ

松崎町では、過疎地域の安定的な就業機会の確保や産業振興の促進を図るため、町税の特例制度

を創設しています。

町税の特例とは、対象業種を営む事業者が、過疎地域の区域内で、その事業に使用する設備（建物

及び付属設備、機械及び装置等の減価償却資産）を新設又は増設し、供用した場合、過疎地域にあっ

ては、取得又は製作若しくは建設した場合などに、町税(固定資産税)の軽減ができる制度です。(土

地は、取得から１年以内に建物の建設に着手した場合に対象)

対象地域 松崎町全域

対象業種

旅館業 ・ 製造業
農林水産物等販売業 ・

情報サービス業等

個人、資本金

5,000万円以下の

法人

資本金5,000万

円超、１億円以下

の法人

資本金１億円超

の法人
500 万円以上の設備の

取得等

取得要件
５００万円以上の
設備の取得等

１，０００万円以上

の設備の取得等

２，０００万円以

上の設備の取

得等

対象期間 令和３年４月１日以降（令和６年３月３１日まで）に取得等した設備が対象

固定資産税の率 ３年間課税免除

旅館業 ○ホテル営業 ○旅館営業 等

製造業

○木材・木製品製造

○食料品製造

○繊維製造

○家具・装備品製造

○石油製品・石炭製品製造

○金属製品製造

○生産用機械器具製造

○電気機械器具製造 等

農林水産物等販売業

○農畜産物・水産物卸売業

○食料・飲料卸売業

○野菜・果実小売業

○食肉小売業

○鮮魚小売業

○酒小売業

○畜産食料品小売業

○水産食料品小売業

○パン・菓子小売業 等

※対象地域の市町内で生産された農林水産物（当該農林水産物を原料等にし
た加工品等を含む）を、店舗において主に当該地域外の者に販売する事業
が対象です。

過疎地域において固定資産税の

税制特例が活用できます！

制度の内容

対象業種の例



制度の適用を受ける場合は、毎年１月３１日までに申請する必要があります。
詳細は、事前に窓口税務課へお問い合わせください。

松崎町窓口税務課 ０５５８－４２－３９６８

国税(法人税 ・ 所得税)や県税(事業税 ・ 不動産取得税 等)についても、特例措置があります。詳

細については、所在地の税務署または県財務事務所にお問い合わせください。

情報サービス業等
○有線放送業

○ポータルサイト・サービス運営業

○ソフトウェア業

○コールセンター業 等

国税・県税の特例

問い合わせ先

申請期限


